行動援護とパーソナルアシスタンスを考える
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1． 都内の行動援護の実態・・居宅ネットの調査から

これは制度とはいえない実態

使えない要因は何か

　４月から介護単価が下がった苦しい事業者実態からするととびつきたいのは山々

　のることは、移動介護を個別給付から外すことを認めてしまうことへの意地と

　基準表のおかしさ、現実的にヘルパー要件が追いつかない

2． 逆をとられた２：１

厚労省が理由にあげた移動支援事業の柔軟対応（複数・緊急）

利用者２：ヘルパー１があってもいい　と　ともにネットでもいってきた

⇒決める（雇う）のは利用者・・・支援費３ｈずつ出し合って６ｈ

移動支援になれば緊急時に対応できるというのもうそ。

　⇒支援費でもできる（市の柔軟性と事業者の気合の問題）

３．「行動援護」でくくらなければならなかったのはなぜ？

　　支援論からは「なんでもあり」の日常生活支援類型の知的障害者への拡大こそが求められていたはず。

　　そもそもが、事業者救済のためにやむなく作った「類型」ではなかったのか。

　　やむなく作った「類型」での支援論の展開には？

　　不純な動機「介護保険統合のためには移動介護を外す」から始まっていることにあわせる必要があるのか。

４．行動援護の専門性とはなにか　施設職員経験でクリアーするのか

　　ともにネットで１年の非常勤職員は、ベテラン施設職員より立派に「問題行動」ある人の支援ができている。

　　現場のコーディネーターは対応できそうもないヘルパーをつけたりはしない。

　「専門家」でないとかかわれない人たちという類型化が一人歩きしていく危険性のほうが大きいのではないか。

５．あたふたしながらの支援でもいいじゃない

Ａさん　念願かなって地域生活に　人との付き合い方が下手な彼

　　施設の管理下から脱け出すことの喜び…一方での一人暮らしの淋しさ・不安（ヘルパーへの攻撃、体調の崩し）そのたびにあたふたしながらの支援

　そこから考えていくしかない

６．とりあえず取り組みたいこと

①「行動援護」が「やむなき類型」としても、全国ネットが当初イメージしていた事業所利用の４０～５０％、知的障害者の１０～１５％（厚労省は１０％）という線が出てくる基準表に

②内容をなんでもありに。重度訪問介護を知的にも

③事業所要件ヘルパー資格の緩和を

④移動支援事業根拠単価を家事単価に（するわけないだろうけど、近づける）

　委託をたとえ一人でも市をまたいでもＯＫに。

